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特定不妊治療費の一部を助成します

市では、不妊治療を受ける人の経済的負担を軽減
するため、体外受精・顕微授精の治療費の一部を助
成します。
詳しくは、市公式ウェブサイトをご覧いただくか、
市健康づくり課へお問い合わせください。

９月９日は「救急の日」
救急医療は、休日や夜間などに発症した病気やケ
ガ、または急激に病状が悪化した場合などにご利用
いただくものです。
生命の危険がある人が、適切に治療を受けられる
よう、日ごろから健康状態を相談できるかかりつけ
の医師を持ち、診療時間内の早めの受診を心掛けま
しょう。

●今、受診できる医療機関を探せます
救急医療ネットしが -滋賀県広域災害・救急医療情報システム-
URL http://www.shiga.iryo-navi.jp
1 0749ー63ー3799（自動音声で365日24時間案内します）

●休日や夜間、子どものケガや急病で
病院へ連れて行くか迷ったら…
臨床経験のある看護師や保健師がアドバイスします。
小児救急電話相談　1 短縮ダイヤル＃8000

1 077ー524ー7856
＊受付時間等の詳細は、ｐ12「健康インフォメーション」を
ご覧ください。

ご利用ください！

※１…1年度あたりの回数制限なし　※２…平成27年度までの助成回数も通算

介護職員初任者研修の受講費の一部を助成します
～米原市介護職員初任者研修奨励金支給事業～

「ホームヘルパー2級」に変わり、平成25年4月から新しくスタートした介護の研修課程「介
護職員初任者研修」。訪問介護事業に従事している人、これから介護の業務に従事しようとす
る人などが研修の受講対象となります。
市では、今年度、この研修の受講費の一部を助成していますので、ぜひ活用してください。

●対象者
次のすべての条件を満たす人
・市内に住民登録をしている人
・初任者研修を修了した日から１年以内である人
・市内の介護保険サービス事業所(一部の事業所を除
く)に、研修修了後３か月間継続して介護職員として
勤務し、申請時に勤務を継続している人

・国、県またはその他の機関から、研修の受講料の助
成を受けていない人

・市税等を滞納していない人
●助成予定人数
約10人　※予算の範囲内で助成します。

●助成額
受講料の２分の１（千円未満の端数切り捨て）とし、
５万円を限度とします。
●申請方法
次の書類を高齢福祉介護課に提出してください。
・申請書
・受講料の領収書
・研修修了の証明書の写し
・勤務証明書
※平成27年4月１日以降の受講費が助成対象になります。

不妊症に関する相談は・・・
滋賀県不妊専門相談センターへ
専用電話　1077-548-9083

（平日９時～16時）

■問 市　高齢福祉介護課（山東庁舎）
1 55－8103 5 55－8130

■問 市　健康づくり課（山東庁舎）
1 55－8105 5 55－2406

対　象

助成額

回数
・
期間

①法律上の婚姻をしている夫婦
②市内に住民登録をしている人
③「滋賀県不妊に悩む方への特定治療支援事業」
の助成を受けている人
④夫婦のいずれも市税などを滞納していない人

治療費(保険外診療)から県の助成額を控除した額
＊上限５万円（治療内容により２万５千円）

妻の年齢（初めて助成を受ける際の治療開始時）が、
①39歳以下の人…43歳まで通算6回まで※１

＊平成25年度までに助成を受けたことがある
人は、1年度2回まで。通算5年10回まで。
平成28年度以降は43歳まで通算6回まで※1※2

②40歳以上の人…1年度2回（初年度3回）まで。
通算5年10回まで。平成28年度以降は43歳ま
で通算3回まで※1※2
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平成28年度　
保育所・幼稚園・認定こども園、
放課後児童クラブ（学童保育）の
入園・入会申込予告
申請書等配布開始日

10月１日（木）
申請受付期間

10月19日（月）～30日（金）
申込方法等の詳細は、広報まいばら10月１日号、市
公式ウェブサイト、伊吹山テレビでお知らせします。

■問 保育所・幼稚園・認定こども園　
市　保育幼稚園課（山東庁舎） 1 55－8134
放課後児童クラブ
市　子育て支援課（山東庁舎） 1 55－8104

８・３（ハチ・サン）運動にご協力を　
子どもたちが安全安心に通学できるよう８・３運動にご協力をお願いします。
８・３運動は、小学校の登下校時刻である８時頃と15時頃に、なるべく外の
用事を行いながら、子どもたちを見守ろうというものです。散歩や買い物、畑の
水やりなど、普段の生活をする中で、まわりの子どもたちの存在を意識し、見守
り活動を行いましょう。

■問 市教委　教育総務課（山東庁舎） 1 55－8107 5 55－4040

米原市子ども会育成連合会が、
滋賀県の団体表彰を受賞！！

7月11日に信
楽中央公民館で
平成27年度滋賀
県子ども会育成
大会が開催さ
れ、米原市子ど
も会育成連合会
が、団体表彰を
受賞しました。
これまでの10
年以上にわた
る、各地域の子
ども会への支援や育成の取組が認められたもの
です。
会長の河居郁夫さんは「合併10周年を節目に、
これからも次代を担う子どもたちの健全育成に
努めていきます」と話されました。

―――第２子以降の保育料軽減事業―――
市では、子育て家庭の経済的負担の軽減を図

り社会全体で子育てを支援するため、保育所・
幼稚園・認定こども園の保育料の軽減等を行っ
ています。
対象：18歳未満の子どものうち、第２子以降の

子ども
●保育所・認定こども園長時部の場合
保護者からの申請で、保育料の階層区分に基
づき全額免除または実費相当額（給食費、教
材費等）まで軽減します。

●幼稚園・認定こども園短時部の場合
保護者からの申請で、保育料を全額免除しま
す。（別途、給食費・教材費等が必要です）

※階層区分により軽減等にならない場合があります。

全国大会出場！！

大東中陸上部（男子）４×100ｍリレー

伊吹山中ホッケー部　

主将の堀居拓さんは、「良
い結果を残して今まで支えて
もらった家族や地域、学校に
恩返しをしたい」と抱負を述
べました。

▲左から中川貴仁さん、堀居拓さん、
@森翔さん、清水亮汰さん

男子主将の岩山航大さんは「仲間と最後まで全力でプレ
ーしたい」、女子主将の宮部一未さんは「練習してきた事
を試合で発揮したい」と意気込みを話しました。
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「米原市権利擁護センター」をご利用ください

新たに開設した「米原市権利擁護センター」では、認知症や知
的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分でない人の権利
侵害や、財産管理、契約手続きなどの法律的な問題や成年後見制
度、地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の利用など
の相談・支援を行います。
住み慣れた地域で安心して暮らせるようにお手伝いをします。
お困りの人は、ぜひご利用ください。

などのようなことで、お困り
ではありませんか。

米原市権利擁護センター
（社会福祉法人　米原市社会福祉協議会）

●住　　所　　
三吉570番地　（ゆめホール内）

●電話番号　　
1 54ー3205

●開所時間　　
平日８時30分～17時30分

■問 市　福祉支援課（山東庁舎） 1 55－8110 5 55－8130

全国一斉
「高齢者・障がい者の
人権あんしん相談」

強化週間
高齢であることや、障がいがあることを理

由とした差別や嫌がらせ、高齢者・障がい者
に対する暴行や虐待等のさまざまな人権問題
について、人権擁護委員および法務局職員が
相談を受けます。相談は無料、秘密は厳守し
ます。

●期　間
９月７日(月)～13日(日)

●時　間
８時30分～19時（土・日は10時～17時）
※平日の９時30分～16時30分は、面談によ
る相談も受け付けています。

※上記の強化週間以外にも、平日8時30分～
17時15分に、人権擁護委員・法務局職員が
相談に応じています。

■問 大津地方法務局　人権擁護課　
1 077－522－4673

●対象者
平成28年３月に大学（院）、短期大
学、高等専門学校、専門学校等を卒
業予定の学生および卒業後３年以内
の既卒者
●参加申込
事前申込は不要です。
※面接会当日に履歴書を持参する必要はありません。

「湖北就活ナビ」への参加事業所を募集します
面接等を希望する学生等に、会場内の各ブースで募集内
容の説明と面接を行う事業者を募集します。

●対象事業所　
・米原市または長浜市内に就業事業所があり、上記の学生
等を採用予定の事業所

・ハローワーク長浜に大卒等求人の申込をしている、また
は、本面接会参加申込と同時に大卒等求人の申込をハロ
ーワーク長浜にする事業所

●申込方法（先着50社）
・申込用紙に必要事項を記入の上、大卒等求人票の写しを
添えて10月２日（金）までに、下記へ提出

・申込用紙は市公式ウェブサイトからダウンロード可

■問 市　商工観光課（伊吹庁舎） 1 58－2227

お気軽にご相談
ください。

全国共通人権相談ダイヤル

０５７０－００３
ゼ ロ ゼ ロ み ん な の

－１１０
ひ ゃ く と う ば ん

11月6日（金）
13時30分～
16時30分

就職活動を応援します！
学生就職面接会「湖北就活ナビ」

In 長浜バイオ大学

最近、物忘れがひどくなり
財産・金銭管理を自分で行う
のが難しくなってきた

障がいのある子どもの財産管
理など、誰に頼めばよいか分
からない

成年後見制度の内容や
手続きについて知りたい

施設入所や福祉サービス
の契約が難しい

一人暮らしの高齢者が、
訪問販売や悪質商法の被
害を受けている


